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（ⅵ） 尼崎公害訴訟事件（判例⑥）     １０３ 
（ⅶ） 名古屋南部公害訴訟事件（判例⑦）     １０３ 
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第４章 複数汚染源に対する全部差止請求の根拠及び要件についての結論  １２６ 
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41 四宮和夫「不法行為（事務管理・不当利得・不法行為 中巻・下巻） 現代法律学全集１０」青
林書院（１９８７年）７９２頁、吉村良一「不法行為法（第５版）」有斐閣（２０１７年）２５２頁










47  四宮和夫「不法行為（事務管理・不当利得・不法行為 中巻・下巻） 現代法律学全集１０」青
林書院（１９８７年）７９４頁、平井宜雄「債権各論Ⅱ」弘文堂（１９９２年）１８９頁以下。 






























義 債権各論Ⅱ 第２版増補版」新世社（２０１６年）１７５頁以下など。 













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・ 沢井裕「公害差止の理論」日本評論社（１９７６年）１５７頁以下  









・ 牛山積「公害法の課題と理論」日本評論社（１９８７年）１６５頁 。 
・ 横浜弁護士会編「差止訴訟の法律と実務」第一法規出版（２００４年）８１頁以下 
・ 大塚直「環境法（第３版）」有斐閣（２０１０年）６９２頁以下 
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 ４ 共同不法行為に関する論文・文献 
・末弘巌太郎「債権各論」有斐閣（１９１８年）１０９９頁～１１０１頁。 
・我妻栄「事務管理・不当利得・不法行為（新法学全集）」日本評論社（１９４０年）
１９１頁以下。 
・加藤一郎「不法行為（増補版）（法律学全集２２-Ⅱ）」有斐閣（１９７４年）２０５
頁以下。 
・淡路剛久「公害賠償の理論」有斐閣（１９７５年）１１７頁以下。 
・高木多喜男ほか「民法講義６ 不法行為等（大学双書）」有斐閣（１９７７年）能見
善久執筆部分２５５頁以下 
・前田達明「不法行為法」青林書院（１９８０年）１７６頁以下。 
・森島昭夫「不法行為法講義」有斐閣（１９８７年）８５頁以下。 
・四宮和夫「不法行為（事務管理・不当利得・不法行為 中巻・下巻）現代法律学全
集１０」青林書院（１９８７年）７６０頁以下。 
・平井宜雄「債権各論Ⅱ 不法行為」弘文堂（１９９２年）１８７頁以下。 
・幾代通＝徳本伸一「不法行為法」有斐閣（１９９３年）２２４頁以下。 
・大塚直「共同不法行為論」法律時報６６巻１０号（１９９４年）３０頁 
・大塚直「原因競合における割合的責任論に関する基礎的考察―競合的不法行為を中
心として」星野英一先生古希祝賀記念論文集「日本民法学の形成と課題 下」有斐
閣（１９９６年）８４９頁以下。 
・沢井裕「テキストブック 事務管理・不当利得・不法行為（第３版）」有斐閣（２０
０１年）３４１頁以下。 
・吉村良一「公害・環境私法の展開と今日的課題」法律文化社（２００２年）２１９
頁以下 
・瀬川信久「共同不法行為論展開の事案類型と論理」平井宜雄先生古希記念論文集「民
法学における法と政策」有斐閣（２００７年） 
・大塚直「差止と損害賠償―不法行為法改正試案について」民法改正研究会「民法改
正と世界の民法典」信山社（２００９年） 
・吉村良一「不法行為法（第５版）」有斐閣（２０１７年）２４０頁以下 
・前田陽一「共同不法行為論・競合的不法行為論の再検討―じん肺訴訟・アスベスト
訴訟を機縁に原因競合論の観点からー」加藤一郎先生追悼論文集「変動する日本社
会と法」有斐閣（２０１１年）５１１頁 
・内田貴「民法Ⅱ（第３版）」東京大学出版会（２０１１年）５２９頁以下 
・潮見佳男「不法行為法Ⅱ［第２版］」信山社（２０１１年）１２５頁以下 
・前田達明＝原田剛「共同不法行為法論」成文堂（２０１２年）２６３頁以下 
・前田陽一「民法７１９条１項後段をめぐる共同不法行為論の新たな展開―建設アス
ベスト訴訟を契機として」野村豊弘先生古希記念論文集「民法の未来」商事法務（２
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０１４年）２９１頁以下 
・大塚直「建設アスベスト訴訟における加害行為の競合―横浜地判平成２４年５月２
５日判決（横浜建設アスベスト訴訟判決）機縁として」野村豊弘先生古希記念論文
集「民法の未来」商事法務（２０１４年）２０９頁 
・前田陽一「民法７１９条の存在意義と原因競合論―民法７１９条の立法論的課題検
討のための準備作業として」現代不法行為研究会編「不法行為法の立法的課題」別
冊ＮＢＬ１５５号（２０１５年）２２５頁 
・大塚直「共同不法行為・競合的不法行為に関する検討」ＮＢＬ１０５６号（２０１
５年）４７頁 
・大塚直「共同不法行為・競合的不法行為に関する検討（補遺）」現代不法行為研究会
編「不法行為法の立法的課題」別冊ＮＢＬ１５５号（２０１５年）２２５頁 
・内田貴「近時の共同不法行為論に関する覚書（上）（下）―条文にない概念」ＮＢＬ
１０８１号４頁，同１０８２号３２頁（２０１６年） 
・内田貴「近時の共同不法行為論に関する覚書（続）（上）（下）―７１９条１項後段
の解釈論」ＮＢＬ１０８６号４頁，同１０８７号１９頁（２０１６年） 
・潮見佳男「基本講義 債権各論Ⅱ 第２版増補版」新世社（２０１６年）１７３頁
以下 
  
５ 抽象的差止請求の適法性に関する論文・文献 
・近藤完爾ほか「研究会・公害訴訟（第１７回・最終回、主文と執行の問題）ジュリ
スト５０２号（１９７２年）９０頁 
・富田義範「不作為執行（生活妨害差止めの執行）」裁判実務体系７（民事執行訴訟法）
青林書院（１９７６年）４９５頁 
・竹下守夫「生活妨害の差止と強制執行」立教法学１３号（１９７４年）１頁 
・上村明広「差止請求訴訟の機能」「講座民事訴訟２（訴訟の提起）」弘文堂（１９７
９年）２７３頁 
・竹下守夫「生活妨害の差止と強制執行・再論」判例タイムズ４２８号（１９８１年）
２７頁 
・松浦馨「差止の強制執行」三日月章＝中野貞一郎＝竹下守夫編「新版・民事訴訟法
演習２」有斐閣（１９８３年）２７４頁 
・松本博之「抽象的不作為命令を求める差止請求の適法性」自由と正義３４巻４号（１
９８３年）２９頁 
・中野貞一郎「非金銭執行の諸問題」「新・実務民事訴訟講座（民事執行）」日本評論
社（１９８４年）４７５頁以下 
・井上治典「請求の特定」井上治典＝伊藤眞＝佐上喜和「これからの民事訴訟」日本
評論社（１９８４年）４７頁  
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・佐上喜和「公害環境問題と差止訴訟の課題」ジュリスト８６６号（１９８６年）４
４頁 
・潮海一雄「大気汚染公害訴訟における差止請求をめぐる諸問題」法律時報６２巻１
１号（１９９０年）２６頁 
・川嶋四郎「差止訴訟―抽象的差止請求における強制執行の適法性の検討を中心とし
て」ジュリスト９８１号（１９９１年）６８頁 
・司法研修所編「民事弁護教材 民事執行」日本弁護士連合会（１９９３年） 
・藤村和夫「差止請求」判例タイムズ８５０号（１９９４年）４８頁 
・佐藤彰一「差止請求論」法律時報６６巻１０号（１９９４年）４８頁 
・藤田広美「民事執行・保全」羽鳥書店（２０１０年）２０１頁以下 
 
６ 複数汚染源の被告間の関係についての実体法的考察 
・長利「判例解説（最判昭和３４年３月２６日）」「最高裁判所判例解説 民事篇（昭
和３４年度）５１頁 
・枡田「判例解説（最判昭和３６年１２月１５日）」「最高裁判所判例解説 民事篇（昭
和３６年度）４３７頁 
・宮田信夫「判例解説（最判昭和３８年３月１２日）」「最高裁判所判例解説 民事篇
（昭和３８年度）９４頁 
・千種秀夫「判例解説（最判昭和４３年３月１５日）」「最高裁判所判例解説 民事篇
（昭和４３年度）」３２５頁 
・奈良次郎「判例解説（最判昭和４４年４月１７日）」「最高裁判所判例解説 民事篇
（昭和４４年度）」１０１４頁 
・東條敬「判例解説（最判昭和５０年３月６日）」「最高裁判所判例解説 民事篇（昭
和５０年度）」８９頁 
・沢井裕「公害の私法的研究」（１９６９年）１４９頁 
・沢井裕「公害差止の法理」日本評論社（１９７６年）１１０～１１４頁 
・四宮和夫「現代法律学全集１０ 事務管理・不当利得・不法行為 下巻」青林書院
（１９８５年）４６６頁 
・広中俊雄「現代法律学全集６ 物権法」第２版増補 青林書院（１９８７年）２２
９，２３６頁参照  
・西村信雄編「注釈民法（１１）債権（２）」有斐閣（１９６５年）３１頁（椿寿夫記
載部分） 
・黒木三郎「金銭債権者の債権者代位権と債務者の資力要件」判例評論１７２号（１
９７３年）２４頁 
・下森定「判批（最判昭和５０年３月６日）」判例評論２００号（１９７５年）２７頁。 
・星野英一「判批（最判昭和５０年３月６日）」法学協会雑誌９巻１０号（１９７６年）
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１２６頁以下 
・石田喜久夫「土地の売主の共同相続人がその相続した代金を債権を保全するため買
主に代位して他の共同相続人に対し所有権移転登記手続を請求することの許否」民
商法雑誌７４巻１号（１９７６年）８７頁 
・川井健「土地の売主の共同相続人がその相続した代金債権を保全するため買主に代
位して他の共同相続人に対し所有権移転登記手続をすることの許否」金融・商事判
例４９２号（１９７６年）２頁 
・星野英一「民法概論Ⅲ（債権総論）」良書普及会（１９７８年）１４９頁、１５３頁 
・根本尚徳「差止請求権の理論」有斐閣（２０１１年）１２、１８頁。 
・工藤祐厳「債権者代位権と債務者の無資力」中田裕康・窪田充見編「民法判例百選
Ⅱ債権［第７版］」別冊ジュリスト２２４号（２０１５年）２８頁以下 
・中田裕康「共同型債務について」編高翔龍外８名「日本民法学の新たな時代 星野
英一先生追悼」有斐閣（２０１５年）３９３頁以下 
・三平聡史「共有不動産の紛争解決の実務」民事法研究会（２０１７年）１５０頁 
 
